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今回のテーマ：税務部門発「便民弁税春風行動」が企業へ与える影響と企業の対応について 

※ 「便民弁税春風行動」とは、納税者の税務に関する知識の周知・向上、税収管理及び納税サービスにおける問題点の周知を

行い、納税者の利便性を高めることで、納税者の満足度と税法のコンプライアンスの向上を目標とするものである。 

2 月 27 日、国家税務総局は記者会見を行い、2020 年の「便民弁税春風行動」について紹介し、税務部門が主体

となって展開すべく、感染拡大防止とサービス経済社会等ついて記者の質問に答えた。今回は「便民弁税春風行動」

が企業へ与える影響と企業の対応について簡単に紹介する。 

主な内容： 

 主要な政策とその影響 企業の対応 
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● オンライン税務処理及び納付 

90%以上の主要な税金関連サービスについてはオンラインで完了出

来るようにする。 

● 「非接触式」の税務処理及び納付サービス 

非接触式での発票発行割合を 2019 年の 50%から、2020 年には

70%まで引き上げる。 

● 輸出税還付ツールの加速 

積極的に輸出税還付のオンライン申告の範囲を拡大し、輸出税還付

業務に係る平均処理時間を 2019 年の 10 営業日を基礎として 20%

改善する。 

● 小規模零細企業向けのコラム 

ウェブサイトで小規模零細企業や個人事業者向けのコラムを開始し、

小零細企業がオンラインで直接主張を訴えることのできる体制を設ける。 

● オンライン申請を円滑にするた

め、IE ブラウザを互換性モードに

設定する。 

● 担当者を指定しオンライン納

税をスムーズに行う。 

● ログインパスワードを適切に保

管し、且つデータのバックアップを

適時に行う。 

● 納税申告の担当者がオンライ

ンによる税金処理スキルを習得す

るよう要求する。 

● 小規模零細企業の評価基準

とコラム記載の政策に留意する。  
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● 輸出企業の期限後申告 

輸出企業が疫病の影響により、期限内に輸出還付申告ができない

場合、期限後であっても関連証憑を収集した上で引き続き税金還付申

告が可能である。 

● 猶予申告の保障措置 

疫病の影響により、2 月の税金申告が、猶予期間にも間に合わない

場合、 納税者は、適時に税務機関に対し書面による正当な事由を説

明することで、猶予申告手続を行う同時に税金申告・納税を行うことが

出来る。この場合税務機関は法律に基づき、滞納金を加算せず、行政

処罰も与えず、納税信用評価も調整せず、非正常納税者として認定す

ることもしない。 

● 納税者の合法的権益の保護 

期限を過ぎて申告しない場合、実地調査(納税者の実在有無の確

認のため)を経て非正常納税者と認定する条件について緩和する。すな

わち、総合して 3 ヶ月間税金申告納付していないことを非正常納税者の

認定条件とした。非正常状態から解除条件を満たす納税者に対して

は、納税信用の回復に関する申請を不要としつつ、税収徴収管理情報

システムが自動的に解除するものとする。 

● 疫病拡大期間の臨時的な優

遇措置を適時に学習し、活用す

る。 

● 輸出企業がやむを得ず期限

後申告となる場合、速やかに輸

出還付関連証憑情報を収集し

整理する。 

● 期限後申告となる場合は、適

時に税務機関に書面により正当

な事由を説明する。 

● 申告期限を適時に把握し、

期限後申告時に自身の利益を

保護する。 
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 主要な政策とその影響 企業の対応 
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● 各部署との協調強化 

発展改革委員会、工信部、財政部、人社部、医療・保険、交通、

農業などの各部署との連携を積極的に強化する。各部署のニーズに応じ

て税収データなどを自主的に提供すると共に、各部署が提供する情報・

状況を踏まえ、企業や経済の復旧および復興を支援する税制措置を積

極的に講じていく。 

● 「銀税互動」深化、小零細企業の融資実行支援 

※銀税互動とは、金融機関が「銀税互動」サイトにおいて税務局が提供

する納税者の信用格付情報に基づき、速やかに金銭消費貸借が実行

することである。 

「銀税互動」の範囲を従来の納税信用 A 級、B 級企業から M 級

企業まで拡大することで、企業がより成長し、拡大するために支援してい

く。 

● 税制優遇措置の実施と改善 

税収のビッグデータと第三者のデータを活用し、優遇税制の対象であ

る納税者を正確に特定し、メールや WeChat などを用いてアラームしてい

く。 

● データ分析を強化し、戦略決定の根拠とする 

とりわけ増値税発票のデータは、タイムリーかつ網羅的に、正しくかつ能

動的に企業の生産経営活動を反映していることから、企業復旧のための

支援策及び各地方が戦略を決定する際の有力な根拠として提供する。 

● 外資の発展に力を注ぐ 

税収のビッグデータを活用し、外資企業の生産経営、投資、配当など

の状況を追跡・分析し、政策のための提言を行う。 

● 税務執行方式の最適化 

税収のビッグデータを活用し、局内でリスク分析を行い、重複し、不要

な税務調査を行ってしまうことを防ぐ。 

● 各部署に提出したデータに矛

盾がないよう留意する。 

● 納税信用評価については正

確に対応し、速やかに回復する。 

● 企業自身の状況を把握し、

受けられる優遇政策を理解す

る。 

● できるだけ三流一致（物流、

金流、発票の流れの一致）して

増値税発票検査に対応する。 

● 速やかに財務分析を行い、財

務データの変動要因を把握す

る。 

● 国外投資者の配当利益によ

る直接投資に係る源泉税免税

政策等を合理的に利用する。非

居住者納税者が租税協定の優

遇税制を受けられる場合、備案

を行い「自主判断、申告により優

遇税制を適用し、関連資料保

存による審査に対し準備」を行

う。また対外送金に係る税務備

案改革の新動向を理解すること

が重要である。 

● 税務執行・検査の新動向を

理解し、検査可能な項目を整理

し、早期に対応資料を準備す

る。 

お見逃しなく： 

 税務部門は企業に便宜措置・減税措置を提供すると共に、ビックデータを活用して企業の各項目の経済情報を分析し、

企業の経済活動を把握する。 

 企業はコンプライアンスを順守し、合法的な取引を行うとともに、関連する合法的な優遇税制措置を理解及び享受する。 

 企業は自社の業務に関わる税法、法規を熟知し、真実で合法的な発票を取得することを確保し、適切に収益計上、

費用計上等、会計処理を行う。 

 企業は定期的に税務リスクを評価または税務ヘルスチェックを行い、税務部門からの検査に対応する。 

 必要に応じ、専門サービス機関の提案と協力を求める。  

                       以上 

 
 
 

 

 

 

 

致同（GT 中国）は、中国国内において日系企業向けの専門サービス部門とし

て、 GT 日本と共同で日本デスクを展開しています。日中共同であるがゆえに、現

地の日系企業様の立場に立ってサービスを提供いたします。 

 

お問い合わせ: Japan@cn.gt.com     
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